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刊行にあたって
全面改訂にあたって

本書は、銀行業務検定試験「財務３級」の受験参考書として刊行された

ものです。過去の試験問題については『財務３級問題解説集』（銀行業務

検定協会編）に収録されておりますが、本書は試験問題を解くための必要

知識について要点を解説し、試験合格に向けてのサポート役として活用し

ていただくことを第一義に編集しています。

金融機関の行職員にとって財務知識は企業取引を遂行するうえで必要不

可欠なものです。企業の経営成績や、財政状態を報告するために作成・公

開される財務諸表の内容を、理解して分析することが企業取引の基本とな

るからです。

財務知識を日頃より身につけ研鑚し、検定試験「財務３級」にチャレン

ジすることは、その習得度合を判定するうえでも有用であり、広く推奨す

る所以です。

本書を『財務３級問題解説集』と併せて有効に活用し、銀行業務検定試

験「財務３級」に合格され、日常の業務活動により一層邁進されることを

祈念してやみません。

2020 年２月

� 経済法令研究会
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2 1 財務諸表

１　計算書類に該当するもの
会社法では、株式会社は、各事業年度に係る計算書類を作成しなければ

ならないと定めている。会社法上の計算書類とは、次の４つのものをいう。

①　貸借対照表
②　損益計算書
③　株主資本等変動計算書
④　個別注記表

①　貸借対照表
貸借対照表とは、一定時点の資産、負債、純資産を記載して、企業の財

政状態を明らかにするものである。

②　損益計算書
損益計算書とは、一定期間の収益、費用を記載して、企業の経営成績を

明らかにするものである。

③　株主資本等変動計算書
株主資本等変動計算書とは、一定期間における貸借対照表の純資産の部

の変動額のうち、主として、株主資本の変動事由を明らかにするものであ

る。

④　個別注記表
個別注記表とは、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書など

の注記事項について、まとめて記載したものである。

２　計算書類に該当しないもの
会社法では、1. の４つの計算書類のほか、事業報告と附属明細書につ

いても、作成しなければならないと定めている。

1 計算書類
出題【19年６月・問１／19年３月・問１／17年６月・問１】
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3①　計算書類

事業報告とは、株式会社の事業の状況について、重要な事項を記載する

ものであり、附属明細書とは、事業報告と計算書類の内容を補足する重要

な事項について、記載するものである。ただし、どちらも、会社法上の計

算書類に該当するものではない。

また、キャッシュ・フロー計算書は、金融商品取引法の規定により、有

価証券報告書を提出している上場会社などには、その作成が義務づけられ

ているが、会社法上は特に規定がない。よって、キャッシュ・フロー計算

書は、会社法の計算書類には該当しない。

会社法の計算書類に該当しないものは、次のうちどれか。

①　貸借対照表

②　損益計算書

③　株主資本等変動計算書

④　個別注記表

⑤　キャッシュ・フロー計算書

［答］
⑤　キャッシュ・フロー計算書

［解説］
会社法上は、キャッシュ・フロー計算書の作成が求められていない。

会社法の計算書類は以下の４つである。
①貸借対照表、②損益計算書、③株主資本等変動計算書、④個別
注記表
事業報告、附属明細書、キャッシュ・フロー計算書は、会社法の
計算書類ではない。

ＰＯＩＮＴ

【練習問題】会社法の計算書類



4 1 財務諸表

１　企業会計原則とは
企業会計原則とは、企業会計の実務において、慣習として発達したもの

の中から、一般に公正妥当と認められたところを要約して、作成されたも

のである。企業会計原則は、法令ではないものの、すべての企業が会計処

理をするにあたり、従わなければならない基準である。

この点について、会社法では、「株式会社の会計は、一般に公正妥当と

認められる企業会計の慣行に従うものとする。」と定めている。

企業会計原則は、「一般原則」、「貸借対照表原則」、「損益計算書原則」

の３つの原則と、これらに対する「注解」から構成されている。

２　一般原則
一般原則は、企業会計全般にわたる基本的な考え方を示したものであり、

貸借対照表と損益計算書に共通する原則である。一般原則には、次の７つ

の原則がある。

①　真実性の原則
②　正規の簿記の原則
③　資本取引・損益取引区分の原則
④　明瞭性の原則
⑤　継続性の原則
⑥　保守主義の原則
⑦　単一性の原則

2 企業会計原則
出題【18年６月・問１／18年３月・問１】
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5②　企業会計原則

（1）　真実性の原則

企業会計は、企業の財政状態及び経営成績に関して、真実な報告を

提供するものでなければならない。

（2）　正規の簿記の原則

企業会計は、すべての取引につき、正規の簿記の原則に従って、正

確な会計帳簿を作成しなければならない。

（3）　資本取引・損益取引区分の原則

資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、特に資本剰余金と利益剰余

金とを混同してはならない。

（4）　明瞭性の原則

企業会計は、財務諸表によって、利害関係者に対し必要な会計事実

を明瞭に表示し、企業の状況に関する判断を誤らせないようにしなけ

ればならない。

（5）　継続性の原則

企業会計は、その処理の原則及び手続を毎期継続して適用し、みだ

りにこれを変更してはならない。

（6）　保守主義の原則

企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある場合には、これに備

えて適当に健全な会計処理をしなければならない。

ここでいう「適当に健全な会計処理」とは、予想される費用は早め・多

めに計上し、収益は確実なものに限って遅め・少なめに計上することによ

り、利益を控えめに計上することを意味している。この「適当に健全な会

計処理」のことを「保守的な会計処理」といい、この原則は、「保守主義


